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権利化されていない知的財産の信託

―不正競争防止法及び家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律により保護される財産について―

1.　はじめに

　1922（大正11）年に制定された信託法（大
正11年法律62号。以下、「旧信託法」という。）
は、その 1 条で、「本法ニ於テ信託ト称スル
ハ財産権ノ移転其ノ他ノ処分ヲ為シ他人ヲシ
テ一定ノ目的ニ従ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為
サシムルヲ謂フ」とし、信託財産が「財産権」
であると明確に定めていた。
　財産権という文言は、旧信託法及び私法の
一般法である民法（明治29年法律89号）にも
現れるが、両者をはじめ、その定義規定を設
けている法律はない。
　民法起草者の一人である梅謙次郎による
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と、財産権とは、処分することができる利益
を目的とする権利をいい、具体例として、物
権、債権、著作権、特許権、意匠権、商標権
が挙げられている（1）。
　このことから、特許権、実用新案権、意匠権、
商標権、著作権といった知的財産権について
は、信託の設定が可能であるということが旧
信託法制定当初から視野に入っていたと解さ
れる（2）。もっとも、旧信託法と同時に制定さ
れた信託業法（大正11年法律65号）が、その
4 条で、引き受け可能な財産の種類を制限し、
知的財産権を排除していたため、2004（平成
16）年に全面改正された現行の信託業法（平
成16年法律154号）によってその制限が撤廃
されるまで、著作権ニ関スル仲介業務ニ関ス
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ル法律（昭和14年法律67号）及びその後継で
ある著作権等管理事業法（平成12年法律131
号）に基づく音楽著作権信託を除き、ほぼ知
的財産権の信託が設定されてこなかったこと
は周知の通りである（3）。
　2006（平成18）年に全面改正された現行の
信託法（平成18年法律108号。以下、単に「信
託法」という。）が、「財産権」ではなく「財
産」という文言を用い（信託 3 条）、権利化
されていない財産を目的とする信託の設定が
できることとなった。
　このことは、知的財産法の分野においても、
大きな意味を有する。排他的独占権を付与し
ない不正競争防止法により保護される知的財
産の信託が設定可能となったからである。
　不正競争防止法は、「不正競争」（4）を列挙し

（不正競争 2 条 1 項）、不正競争により利益の
侵害等を受ける者に差止請求権（不正競争 3
条 1 項）を与える行為規制法であり、排他的
独占権を付与しない。信託法は、権利化され
ていない財産を目的とする信託設定の道を開
いたが、具体的にどのようにすればよいのか
については沈黙する。
　信託法が制定された2006（平成18）年以降
も、不正競争防止法の改正は数度あった。そ
れらの改正が信託法の「財産」を意識してな
されるはずがない。他方、信託法は、それら
の改正に注意を払っていないが、その必要が
ないことは言うまでもない。
　営業秘密の信託財産該当性について論考が
出ているように（5）、不正競争防止法により保
護される知的財産（以下、「不競法保護財産」
というときがある。）の信託設定については
関心が寄せられている。
　本稿では、各不正競争の構造を明確にし、
知的財産基本法（以下、「知財基本法」という。）
や他の関連法にも目を配った上で、不競法保
護財産の信託設定について解明する。加えて、
近時、新たに制定された家畜遺伝資源に係る
不正競争の防止に関する法律（令和 2 年法律
22号）も権利化されていない知的財産を定め

ているため、同法についても検討を行う。

2.　不競法保護財産と信託

⑴　不正競争防止法が定める権利と信託
　不正競争防止法は行為規制法であり、排他
的独占権は付与しないが、差止請求権（不正
競争 3 条 1 項）、除却請求権（不正競争 3 条
2 項）、損害賠償請求権（不正競争 4 条）、信
用回復措置請求権（不正競争14条）を規定し
ている（以下、合わせて「差止請求権等」と
いうときがある。）。
　知財基本法は、「知的財産権」を、特許権、
実用新案権、育成者権、意匠権、著作権、商
標権その他の知的財産に関して法令により定
められた権利または法律上保護される利益に
係る権利をいうと定義する（知財基 2 条 2
項）。
　差止請求権等は不正競争防止法により定め
られ、同法上保護される利益に係る権利であ
って、定義に合致する。その信託が可能であ
れば、不競法保護財産が権利化されていなく
とも何ら問題がないこととなる。
　除却請求は差止請求に付随し（不正競争 3
条 2 項）、信用回復措置請求については損害
の賠償に代え、または損害の賠償とともにな
される（不正競争14条）（6）。
　差止請求権と損害賠償請求権との要件を比
較すると、前者は不正競争者の故意・過失を
不要とし、後者は要することから、文言上、
保護の範囲としては前者が広い（7）。この意味
で、差止請求権が不競法保護財産に関して法
令により定められた権利の代表として位置づ
けられる。
　差止請求権は債権であり、債権は財産権で
ある。財産権であれば、旧信託法下において
さえ信託財産となり、理論上、差止請求権を
目的とする信託設定は可能であることとなる。
　しかし、仮に差止請求を直接、不正競争者
に対して行い、実際に差し止めたとすると、
それは自力救済禁止の原則に反する。差止め
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は、司法手続を通して行われなければならな
い。
　このような差止請求権の性質を踏まえる
と、その信託は訴訟行為をさせることが主た
る目的であると解され、訴訟信託（信託10条）
に該当する（8）。
　訴訟信託該当性については、受益者と受託
者との関係、信託設定から提訴までの時間的
間隔など、総合的な判断の上、他人の紛争へ
の不当な介入（弁護士代理の原則の趣旨に反
する場合を含むが、それに限らず、非弁活動
一般も含まれうる）となる場合に限って、禁
止される訴訟信託に該当すると解するべきで
あるとされる（9）。
　このような判断基準が述べられるのは、外
形的に債権譲渡や手形における隠れた取立委
任裏書などの方法が取られ（10）、それ自体が
訴訟信託に該当するか問題となってきた沿革
によるものであるが、差止請求権の信託は、
既述の通り、明確な訴訟信託であり、禁止さ
れる。
　除却請求権、損害賠償請求権（11）、信用回
復措置請求権についても、その実現は司法手
続きを通してなされるべきものであり、その
信託は訴訟信託に該当する。
　訴訟信託における「信託」に、その方法（信
託 3 条）による区別や制限はないことから、
差止請求権等の自己信託もやはり訴訟信託で
あり、禁止される。
　したがって、差止請求権等が知財基本法に
より定義される知的財産権に該当するもので
あっても、その信託は訴訟信託として禁じら
れる。不競法保護財産の信託設定が可能かど
うかについては、その不競法保護財産自体に
ついて検討されなければならない。

⑵　各不正競争における保護対象
　不正競争防止法は、禁止行為である不正競
争を列挙するだけで（不正競争 2 条 1 項）、
何が保護対象であるかを真正面から明らかに
する形で規定していない。

　そこで、各不正競争の規定から不競法保護
財産を特定する必要がある。
①　混同惹起行為及び著名表示冒用行為（不

正競争 2 条 1 項 1 ・ 2 号）
　需要者の間に広く認識されている（周知）
または著名な他人の商品等表示の使用等が不
正競争であるとされており、不競法保護財産
は周知または著名な商品等表示である。
　「商品等表示」とは、人の業務に係る氏名、
商号、商標、標章 、商品の容器もしくは包
装その他の商品または営業を表示するものを
いう（不正競争 2 条 1 項 1 号）。
　一地域で需要者の間に広く認識されていれ
ば、その地域で周知といえ（12）、また、「著名」
といえるかどうかについては、具体的には全
国的に知られているようなものが想定されて
いる（13）。
②　他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡

等する行為（不正競争 2 条 1 項 3 号）
　他人の商品の形態を模倣した商品の譲渡等
が不正競争であるとされており、不競法保護
財産は商品の形態である。
　「商品の形態」とは、需要者が通常の用法
に従った使用に際して知覚によって認識する
ことができる商品の外部及び内部の形状なら
びにその形状に結合した模様、色彩、光沢及
び質感をいう（不正競争 2 条 4 項）。
　市場先行の利益が保護対象といわれること
もあるが（14）、その先行利益も、不正競争防
止法上は商品の形態を通じてのみ保護され
る。条文に記されていない市場先行の利益を
信託財産とすることは無理が生じよう。
　なお、模倣行為自体は不正競争ではない（15）。
ただし、模倣商品の譲渡等が行われることが
明らかな場合などは模倣段階で予防請求（不
正競争 3 条 1 項）の対象となる。
③　営業秘密に係る不正行為（不正競争 2 条

1 項 4 〜10号）
　営業秘密の不正取得・開示等が不正競争と
されており、営業秘密が不競法保護財産であ
る。
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　「営業秘密」とは、秘密として管理されて
いる生産方法、販売方法その他の事業活動に
有用な技術上または営業上の情報であって、
公然と知られていないものをいう（不正競争
2 条 6 項）。
④　限定提供データに係る不正行為（不正競

争 2 条 1 項11号〜16号）
　限定提供データの不正取得行為や不正開示
等が不正競争とされており、限定提供データ
が不競法保護財産である。
　「限定提供データ」とは、業として特定の
者に提供する情報として電磁的方法により相
当量蓄積され、及び管理されている技術上ま
たは営業上の情報をいい、秘密として管理さ
れているものは除かれる（不正競争 2 条 7
項）。この趣旨は、営業秘密と限定提供デー
タの違いに着目し、両者の重複を避けるため、
営業秘密を特徴づける「秘密として管理され
ているもの」を限定提供データから除外する
ことにある（16）。
　具体的には、ビッグデータ等を念頭に、商
品として広く提供されるデータや、コンソー
シアム内で共有されるデータなど、事業者が
取引等を通じて第三者に提供する情報が想定
されている（17）。
⑤　技術的制限手段に対する不正行為（不正

競争 2 条 1 項17号・18号）
　技術的制限手段を無効にする装置や機器、
プログラム、指令符号の提供が不正競争とさ
れており、不競法保護財産は技術的制限手段
である。
　「技術的制限手段」とは、電磁的方法によ
り影像もしくは音の視聴、プログラムの実行
もしくは情報の処理または影像、音、プログ
ラムその他の情報の記録を制限する手段であ
って、視聴等機器が特定の反応をする信号を
記録媒体に記録し、もしくは送信する方式ま
たは視聴等機器が特定の変換を必要とするよ
う影像、音、プログラムその他の情報を変換
して記録媒体に記録し、もしくは送信する方
式によるものをいう（不正競争 2 条 8 項）。

　具体例としては、コピープロテクトや放送
番組のスクランブル、ソフトウェアのアクテ
ィベーション方式などが挙げられる。
　技術的制限手段を用いる者は、音や映像、
プログラムその他の情報を保護したいためで
あると考えられるが、条文上、それらは保護
対象となっていない。その情報が単体では何
らの法的保護を受けられないものであって
も（18）、不正競争の成立には影響がない。し
たがって、あくまでも、技術的制限手段が不
競法保護財産となる。
⑥　ドメイン名に係る不正行為（不正競争 2

条 1 項19号）
　特定商品等表示と同一・類似のドメイン名
を使用する権利の取得・保有、またはそのド
メイン名の使用が不正競争とされており、特
定商品等表示が不競法保護財産である。
　「特定商品等表示」とは、人の業務に係る
氏名、商号、商標、標章その他の商品または
役務を表示するものをいう（不正競争 2 条 1
項19号）。
⑦　誤認惹起行為（不正競争 2 条 1 項20号）
　商品の原産地、品質等、もしくは役務の質、
内容等について誤認させるような表示（以下、

「誤認表示」という。）が不正競争とされる。
　誤認表示が保護されるべきものであるはず
がない。条文上、保護対象は明示されておら
ず、誤認表示禁止により保護される何らかの
利益が不競法保護財産である、とだけここで
は述べておく。
⑧　信用毀損行為（不正競争 2 条 1 項21号）
　競争関係にある他人の営業上の信用を害す
る虚偽の事実の告知・流布が不正競争とされ
ており、営業上の信用が不競法保護財産であ
る。
　営業上の信用（19）とは、営業活動に関する
経済上の外部的評価をいう（20）。また、営業
能力等に対する顧客その他第三者の評価に基
づく信頼をいうとした裁判例がある（21）。
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⑨　代理人等の商標冒用行為（不正競争 2 条
1 項22号）

　工業所有権に関するパリ条約の同盟国等に
おいて商標に関する権利を有する者の代理人
等が、正当な理由なく、権利者の承諾を得ず、
同一・類似の商標を同一・類似の商品若しく
は役務に使用する等の行為が不正競争とされ
る。
　不競法保護財産が商標であることは明らか
である。

⑶　不競法保護財産の分類
⒤　知財基本法の「知的財産」の定義規定か

らのアプローチ
　知財基本法は、代表的な知的財産法よりも
後に制定されており、知財基本法から各知的
財産法が派生して制定されたわけではない。
その意味で、知財基本法の定義する「知的財
産」は既存の知的財産法の〝まとめ〟をした
に過ぎないという位置づけも可能である。た
だ、〝まとめ〟ゆえ、知財基本法は、各知的
財産法を俯瞰し、分類することができたとも
いえる。
　知財基本法 ２ 条 1 項は、「知的財産」を 3
つに分類する。すなわち、①人間の創造的活
動により生み出されるもの（以下、「創作系」
という。）、②事業活動に用いられる商品・役
務を表示するもの（以下、「標識系」という。）、
③事業活動に有用な技術上・営業上の情報（以
下、「情報系」という。）である。
　知財基本法に則り不競法保護財産を分類す
ると【表 1 】のようになる。

　「その他」を設け、 3 つの保護対象をそこ
に分類した理由は次の通りである。
　技術的制限手段自体は創作されるものであ
るが、不正競争防止法 2 条 1 項17号・18号の
不正競争から保護を受ける者は、技術的制限
手段の開発者ではなく、それを用いる者であ
って、創作系には分類できない。標識系でな
いことは明らかであり、営業秘密等と同様に
情報系に属するということもできない。
　誤認表示自体については、創作系及び情報
系に属さないことはいうまでもない。「表示」
という名称から標識系に含まれるとの印象を
一瞬抱かせるが、誤認表示は不正競争として
禁じられているものである。
　誤認表示の第一義的な被害者は、需要者で
ある。競争的事業者としては、自己に対する
被害が、あるいは、業界全体に対する信頼の
低下などが明らかでなければ、積極的に差止
請求等を行う動機が形成されず、実際、民事
での訴訟は少ない。誤認表示に係る不正競争
を不正の目的で行う場合、刑事罰の対象とな
るため（不正競争21条 2 項 1 号）、誤認表示
を行った者が逮捕されたという報道が見られ
る（22）。
　また、誤認表示に関しては、不当景品類及
び不当表示防止法（昭和37年法律134号）の
不当な表示（同法 5 条）として措置命令（同
法 7 条）等による是正が多いことは周知の通
りである。
　営業上の信用については、営業活動の継続
により構築されていくものであり、創作系と
解される一方、営業活動に関する経済上の外

【表 1】　※全て不正競争防止法 2条

創作系 標識系 情報系 その他
・商品の形態
　（ 4 項）

・周知商品等表示
　（ 1 項 1 号）
・著名商品等表示
　（ 1 項 2 号）
・特定商品等表示
　（ 1 項19号）
・商標（ 1 項22号）

・営業秘密（ 6 項）
・限定提供データ
　（ 7 項）

・技術的制限手段
　（ 8 項）
・誤認表示禁止によ

る利益
　（ 1 項20号）
・営業上の信用
　（ 1 項21号）
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部的評価であることから、一種の情報である
という解釈も成り立ちうるからである。
　ところで、営業秘密と限定提供データは、
知財基本法の定義からすれば、情報系に分類
される。しかし、この 2 つは、事業を継続す
る中で構築されていくものであり、その意味
では、創作系として分類する方が妥当である
と考えられる。おそらく、両者が「情報」と
定義されていること（不正競争 2 条 6 項・ 7
項）、不正競争防止法が排他的独占権を付与
するものではないため、発明や著作物等と同
列に扱うことができないことという理由によ
り情報系という類型が設けられたと思われ
る。したがって、知財基本法の定義とは異な
り、営業秘密と限定提供データを創作系に分
類することが妥当であると解される。
　上記の検討から、【表 1 】は【表 2 】のよ
うに書き換えられる。

ⅱ　適用される規定からのアプローチ
　民事において不競法保護対象に適用される
不正競争防止法の規定で異同があるものにつ
いてまとめると【表 3 】①〜④の通りとなる。
　適用条文の異同は、多種多様である不競法
保護対象の特徴を浮き彫りにする。特に、複
数の不正競争に適用がある規定の場合、何ら
かの共通点が存在しているからこそ定められ
ているはずである（23）。
　【表 3 】を概観すると、単独の、あるいは
明らかに共通する性質を有する不競法保護財
産に適用される条文が多い。たとえば、周知・
著名商品等表示は適用される規定が同じであ
り、営業秘密と限定提供データも適用が重な
る規定が多い。これらは、それぞれに共通す
る特有な性質に基づいているものであり、そ
れゆえ当然に、性質が異なる他の不競法保護
財産に適用はない。

【表 2】　※全て不正競争防止法 2条

創作系 標識系 その他
・商品の形態（ 4 項）
・営業秘密（ 6 項）
・限定提供データ（ 7 項）

・周知商品等表示（ 1 項 1 号）
・著名商品等表示（ 1 項 2 号）
・特定商品等表示（ 1 項19号）
・商標（ 1 項22号）

・技術的制限手段（ 8 項）
・誤認表示による利益
　（ 1 項20号）
・営業上の信用（ 1 項21号）

【表 3】　※最左欄は不正競争防止法 2条。適用があるもののみに◯を記す。

①
損害賠償

請求権の限定
（ 4 条但書）

損害額の推定（ 5 条） 技術上の秘密
使用の推定

（ 5 条の 2 ）
譲渡数量
（ 1 項）

使用料相当
（ 3 項）

周知・著名商品等表示
（ 1 項 1 号・ 2 号） ◯ ◯

商品の形態（ 4 項） ◯ ◯
営業秘密（ 6 項） ◯ ◯（24） ◯（25） ◯（26）

限定提供データ（ 7 項） ◯ ◯ ◯
技術的制限手段（ 8 項）

特定商品等表示（ 1 項19号） ◯
誤認表示（ 1 項20号）

営業上の信用（ 1 項21号）
商標（ 1 項22号） ◯ ◯
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②
差止請求権の

消滅時効
（15条）

適用除外（19条 1 項）
普通名称
（ 1 号）

自己の氏名
（ 2 号）

先使用
（ 3 ・ 4 号）

周知・著名商品等表示
（ 1 項 1 号・ 2 号） ◯ ◯ ◯

商品の形態（ 4 項）
営業秘密（ 6 項） ◯

限定提供データ（ 7 項） ◯
技術的制限手段（ 8 項）

特定商品等表示（ 1 項19号）
誤認表示（ 1 項20号） ◯

営業上の信用（ 1 項21号）
商標（ 1 項22号） ◯ ◯

③

適用除外（19条1項）
販売 3 年経過/

善意取得
（ 5 号）

善意取得

（ 6 号）

差止請求権
時効消滅後
（ 7 号）

善意取得/
オープンデータ

（ 8 号）
周知・著名商品等表示
（ 1 項 1 号・ 2 号）
商品の形態（ 4 項） ◯
営業秘密（ 6 項） ◯ ◯

限定提供データ（ 7 項） ◯
技術的制限手段（ 8 項）

特定商品等表示（ 1 項19号）
誤認表示（ 1 項20号）

営業上の信用（ 1 項21号）
商標（ 1 項22号）

④
適用除外（19条 1 項） 混同防止表示付加請求

（19条 2 項）試験研究（ 9 号）
周知・著名商品等表示
（ 1 項 1 号・ 2 号）

◯

商品の形態（ 4 項）
営業秘密（ 6 項）

限定提供データ（ 7 項）
技術的制限手段（ 8 項） ◯

特定商品等表示（ 1 項19号）
誤認表示（ 1 項20号）

営業上の信用（ 1 項21号）
商標（ 1 項22号） ◯
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　他方、創作系、標識系、その他の分類にか
かわらず適用されるのが、損害額の推定規定
である（不正競争 5 条）。特に、使用料相当
額の規定（同条 ３ 項）は最も多くの不競法保
護対象について適用されており、注目すべき
である。
　同規定の適用を受ける不競法保護対象に共
通することは、現実の取引においてそれらの
使用に関して使用許諾契約が締結されてい
る点である（27）。許諾とは、要求を聞き入れ、
許すことで、一般に禁止されていることが許
諾によって可能になるという場合に用いられ
る（28）。
　なぜ使用許諾契約が締結されるのかといえ
ば、許諾を求める側が、許諾する側による差
止請求や損害賠償請求を避ける目的があるこ
とは疑いなく、それらの請求権の不行使とい
う不作為債権を得たいからである（29）。
　この前提として、許諾する側の差止請求権
が、その効力の範囲内で事実上の排他的独占
権と同様のものとなっていると評価できるこ
とが必要となる。さもなくば、許諾を受けた
者が、許諾した差止請求権者以外の第三者か
ら差し止められてしまうからである。
　他方、使用料相当額の規定が適用されない
保護対象は、技術的制限手段、誤認表示及び
営業上の信用である。
　まず、技術的制限手段に対する不正行為に
ついて許諾するということは、コピーできる
ようにする、スクランブルを解除する、プロ
グラムをアクティベートするなど技術的制限
手段の解除にほかならない。
　同じ技術的制限手段を用いる者が複数存在
する。そのような者の1人から技術的制限手
段の解除の許諾を得たといっても、同じ技術
的制限手段を用いる他の者に対して不正競争
を行ってよいことにはならない。差止請求権
者がその技術的制限手段について事実上の排
他的独占権を有していると解することはでき
ない。
　次に、誤認表示が禁止されるべきものであ

ることは既述の通りであり、誤認表示の許諾
をできる者などいない。仮に使用許諾契約を
締結しても、公序良俗に反するものとして無
効となろう（民90条）。
　誤認表示に係る誤認惹起行為（不正競争 2
条 1 項20号）による被害者は第一義的に需要
者であり、次いで、その業界全体であり、そ
の一員として差止請求権者が含まれる。この
ことは誤認表示禁止による利益を差止請求権
者が排他的独占的に保有していないことを示
す。
　最後に、営業上の信用が保護されるべきも
のであり、それを差止請求権者が排他的独占
的に有することに異論はないであろう。しか
し、その許諾とは、自己の営業上の信用を毀
損してよいことを自ら認めることになる。そ
のような許諾契約を締結する理由は通常では
想定できず、結局、公序良俗違反として無効
とされるべきであろう（民90条）。加えて、
不正競争防止法の目的は、「事業者間の公正
な競争……を確保するため、不正競争の防止
……に関する措置等を講じ、もって国民経済
の健全な発展に寄与する」ことである（不正
競争 1 条）。営業上の信用の自らによる毀損
を認めることは、法の目的にも合致しない。
　これらに使用料相当額の規定が適用されな
い理由は、事実上の排他的独占権が認められ
ないこと、または、事実上の排他的独占権が
認められても、その許諾が公序良俗違反とな
ることにあると解される。
　以上のことから、【表 2 】は【表 4 】に書
き換えることができる。

⑷　不競法保護財産の譲渡―信託契約と遺言
信託

⒤　信託財産該当要件と不競法保護財産
　「信託財産」とは、受託者に属する財産で
あって、信託により管理または処分をすべき
一切の財産をいう（信託 2 条 3 項）。
　信託財産に該当するためには、①金銭換算
性、②積極財産性、③処分・譲渡可能性が求
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められる（30）。
　加えて、現存性・特定性も挙げられること
があるが、信託行為の要件ではなく、処分の
効果が目的物に帰属するための要件にすぎ
ないと解されている（31）。不競法保護財産は、
現存し、特定されているのであって（そうで
なければ、差止請求は行えない。）、現存性・
特定性を仮に要件としても、問題はない。
　不競法保護財産が金銭換算性及び積極財産
性を有することには異論はないであろう。最
高裁判所は、周知商品等表示の混同惹起行為
に対する差止請求権について、「商品の混同
の事実が認められる場合には特段の事情がな
い限り営業上の利益を害されるおそれがある
ものというべきであ」ると述べ（32）、不正競
争の成立が認められるのであれば、営業上の
利益が侵害されたことを別個に立証する必要
がないと判示した。不競法保護財産は営業上
の利益を表徴しているものであり、金銭換算
性及び積極財産性を有する。
　一方、処分・譲渡可能性については、検討
を要する。不正競争防止法は排他的独占権を
付与せず、また、無体物であることから物理
的占有ができず、不競法保護財産の処分・譲
渡というものが可能なのか、可能であるとし
てどのように行うかが問題となる。

ⅱ　不競法保護財産の譲渡
　信託契約及び遺言信託では財産の譲渡が求
められる（信託 3 条 1 号・ 2 号）。排他的独
占権を付与しない不正競争防止法の場合、不

競法保護財産自体の譲渡が必要となる。
　知的財産は無体物である。無体物は物理的
に占有することができず、排他的独占権を有
している者がいたとしても、他の者がその知
的財産を利用できないということはない。た
とえば、ある楽曲について著作権者がいたと
しても、他の者は演奏できる。
　この意味で、著作権などの知的財産権が排
他的独占権であるということは一種のフィク
ションである。知的財産の排他的独占的な利
用を欲すれば、秘匿以外にない。
　知的財産権の移転後は、譲受人が唯一の権
利者となるが、知的財産の無体性ゆえ、両当
事者が知的財産を共に保有する状態になる

（両当事者の頭の中から知的財産という情報
を消去できない。）。移転後、譲渡人は知的財
産の利用が物理的にできなくなるのではなく
て、しないのである。この意味で、知的財産
権の移転もやはりフィクションである。知的
財産権の移転とは、譲渡人が移転後に知的財
産の利用を行わないことを意味する（33）。
　知的財産権の移転をこのように解すること
ができるならば、権利化されていない知的財
産の譲渡も同様に考えることが可能であろ
う。つまり、不競法保護財産の譲渡は、その
譲渡後、譲渡人がその知的財産を一切利用し
ない状態にすることにより可能となると考え
られる。

ⅲ　各不競法保護財産の譲渡の可否
　不競法保護財産は多種多様であり、その譲

【表 4】　※項・号のみ記載のものは不正競争防止法 2条

使用料相当額規定（不正競争 5 条 3 項）適用
差止請求権＝事実上の排他的独占権

使用料相当額規定不適用
＝事実上の排他的独占権なし

／公序良俗違反
創作系 標識系 その他

・商品の形態（ 4 項）
・営業秘密（ 6 項）
・限定提供データ（ 7 項）

・周知商品等表示（ 1 項 1 号）
・著名商品等表示（ 1 項 2 号）
・特定商品等表示（ 1 項19号）
・商標（ 1 項22号）

・技術的制限手段（ 8 項）
・誤認表示禁止による利益
　（ 1 項20号）
・営業上の信用（ 1 項21号）
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渡が理論上可能であるとしても、各々につい
て検討する必要があろう。
　信託財産に関連して、信託とは、所有者で
ない者に所有者と同様の物権的救済を認める
という法理であり、信託法はそれを可能にす
るための法律であるという見解（34）や、信託
は、信託財産を信託目的によって物権的に拘
束する点にこそ特徴があるという見解（35）が
主張されている（36）。
　不競法保護財産に排他的独占権が付与され
ないことは既述の通りである。不正競争者が
出現した場合、債権である差止請求権等を行
使するのみとなり、ここに物権的救済や物権
的拘束といったものと関連する側面がない。
そのため、不競法保護財産はそもそも信託の
法理や特徴に馴染まず、信託設定を認めるべ
きではないという考えもありうる。
　しかしながら、使用料相当額の規定（不正
競争 5 条 ３ 項）が適用される不競法保護財産
には、事実上の排他的独占権が付与されてい
ると解されることは既述の通りである。
　このことから、使用料相当額の規定が適用
される不競法保護財産については、信託の法
理や特徴とも馴染み、譲渡人である委託者が
信託設定後にその利用を一切行わないことに
より譲渡がなされたものと認められる。した
がって、信託の設定は可能である。
　他方、使用料相当額の規定が適用されない
ものにつき、技術的制限手段及び誤認表示禁
止による利益には事実上の排他的独占権が付

与されておらず、信託の法理や特徴に馴染ま
ない。仮に、これらを信託財産としても、排
他的独占的利用ができないものであることか
ら、結局、差止請求権等の信託と変わりなく、
訴訟信託として禁止されるべきである。
　その一方で、営業上の信用自体はその者が
排他的独占的に保有していることに疑いはな
い。
　しかし、たとえば、Ａが自己の営業上の信
用を信託財産として信託契約を締結すると仮
定した場合、営業上の信用を譲渡する必要が
ある。
　一般的に、信用とは「現在の行為から考え
て、将来必ず義務を履行するだろうと推測し
信認すること」である（37）。この推測と信認
はＡに対してのみなされたものであり、Ａと
その営業上の信用は一体不可分である。営業
上の信用は処分・譲渡可能性を欠く。
　以上のことから、【表 4 】は、さらに【表 5 】
のように書き換えられる。

ⅳ　バター飴容器事件札幌高裁決定（38）につ
いて

　周知商品等表示に関し差止請求権を行使し
うる地位の譲渡の可否が争われた事案があ
り、信託契約及び遺言による信託における財
産の譲渡との関係を検討する必要がある。
　事案の概要は次の通りである。
　Ａは、ステンレス製牛乳缶型容器（本件容
器）にバター飴を入れて販売したところ、売

【表 5】　※項・号のみ記載のものは不正競争防止法 2条

信託契約・遺言による信託設定可能 設定不可

使用料相当額規定（不正競争 5 条 3 項）適用
差止請求権＝事実上の排他的独占権

使用料相当額規定不適用
事実上の排他的独占権なし/

公序良俗違反/譲渡不可
創作系 標識系 その他

・商品の形態（ 4 項）
・営業秘密（ 6 項）
・限定提供データ（ 7 項）

・周知商品等表示（ 1 項 1 号）
・著名商品等表示（ 1 項 2 号）
・特定商品等表示（ 1 項19号）
・商標（ 1 項22号）

・技術的制限手段（ 8 項）
・誤認表示禁止による利益
　（ 1 項20号）
・営業上の信用（ 1 項21号）
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れ行きが非常に良く、北海道の代表的土産品
として、道内ほとんどの土産品店での販売さ
れていた。本件容器と同一の容器にバター飴
を入れて販売した者に対する不正競争防止法
に基づく仮処分申請等において、本件容器に
は周知性があると認められていた。
　Ａの破産後、Ｘらは、Ａの破産管財人に対
し、「Ａ保有の『ステンレス製集乳缶型バタ
ー飴缶』の意匠」を譲り受けたい旨申出をし、
札幌地裁の許可を得て、計500万円の代金で
譲り受け、加えて、747万円相当の製品、資
材なども買い受けた。なお、同意匠は意匠登
録を受けていない。
　Ｙがステンレス製容器（Ｙ容器）にバター
飴を入れ、道東・道央方面で販売した。
　第 1 審は、本件容器とＹ容器の外観・形状
が異なり、混同のおそれはないとして（周知
性の有無は判断せず）却下した（39）。
　抗告審は、「本件容器がＡの商品表示とし
て周知性を有していたか否か、更にＸら両名
がＡの破産管財人から『Ａの保有していた「ス
テンレス製集乳缶型バター飴缶」の意匠』又
は本件容器を使用してＡの商品を製造販売す
るという事実状態若しくはグッドウイルなる
ものを譲受けたか否かということはいずれも
意味をもたないというべく、本件容器がＸら
両名の商品として周知性を取得しているか否
かが問題なのである」と述べた上で、「本件
容器がＸら両名の商品であると広く認識され
るに至つているとの疎明があつたということ
はできない」とした。
　本決定は、差止請求権を行使しうる地位の
譲渡を否定したものとして知られており、不
競法保護財産の譲渡をも否定するものである
か検討を要する。
　まず、本事案では、差止請求権等の移転は
問題となっておらず、差止請求権等の信託は
訴訟信託として禁止されるという結論に影響
を及ぼさない。
　周知商品等表示としての本件容器の意匠に
ついて、本決定は、Ａの破産管財人とＸらと

の間で締結された売買契約が無効であるとは
していない。
　破産管財人に管理処分権が付与されても、
権利義務の帰属自体には何ら変更がないとす
れば、外部の第三者との法律関係において破
産管財人を破産者と区別して取り扱うべき理
由がない（40）。破産管財人はもちろん、Ａも
契約締結後に本件容器の使用を行っていない。
　したがって、不競法保護財産の譲渡後に譲
渡人が利用しないことで譲渡がなされるとす
る本稿の理論構成と矛盾は生じない。
　差止請求権を行使しうる地位の譲渡は必ず
否定されるものではない。法人成りや法人の
組織変更のように主体の実質的変更がない場
合や周知商品等表示を含む営業・事業譲渡の
場合、学説・判例ともに地位の譲渡を認める
ことに異論はない（41）。本事案では、Ａの破
産という特殊な状況下で本件容器の意匠の譲
渡が行われたものであり、仮に、通常時に、
ＡからＸらへ本件容器の意匠の譲渡及び製
品・資材の売却がなされていたならば、事業
譲渡と認められるような事案であったと思わ
れる。通常時に周知商品等表示の譲渡が行わ
れた場合にまで本決定の射程を及ぼすべきで
はない。
　もっとも、本決定は、本件容器の意匠の譲
渡等は関係がないとした上で、本件容器がＸ
らの商品として周知性を取得しているか否か
を不正競争成立の判断基準としている。周知
商品等表示の受託者による差止請求の際、そ
の商品等表示が受託者のものとしては周知で
はないとして棄却されることも考えられる。
　しかし、周知性を有するのは商品等表示で
あって、それを使用する者ではない。
　周知性要件が満たされるためには、表示が
識別している主体が誰なのか知られている必
要はない（42）。
　既述の通り、不競法保護財産の信託におけ
る譲渡は、委託者が信託設定後にその財産の
利用を行わないことを意味する。換言すれば、
信託設定後は、受託者のみが周知商品等表示
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を使用することになり、事業譲渡と同様の評
価を与えることが可能である。したがって、
信託設定直後であっても、その商品等表示が
受託者のものとして周知性を有しないという
ことにはならず、（他の要件も満たすことを
前提に）差止請求は認容されるべきである。
　以上から、本決定は、周知商品等表示の譲
渡自体、さらには周知商品等表示を信託財産
とする信託契約の締結を否定するものではな
いと解すべきである。

⑸　不競法保護財産の自己信託
　自己信託の最大の特徴は、財産の譲渡がな
いという点にある。
　使用料相当額の規定（不正競争 5 条 3 項）
が適用される不競法保護財産については、事
実上の排他的独占権が付与されており、譲渡
が可能なのかという大きな困難を乗り越えて
信託契約及び遺言による信託設定できること
は明らかにした通りであり、自己信託の設定
ができないとする理由はない。登記・登録制
度を有しない不競法保護財産の自己信託は、
公正証書等の作成など信託法の規定によって
設定を進めることになる（信託 3 条 3 号・ 4
条 3 項）。
　他方、使用料相当額の規定が適用されない
技術的制限手段及び誤認表示禁止による利益
については、既述の通り、両者とも差止請求
権者が事実上の排他的独占権を有しない。技
術的制限手段は他の者も用いることができ、

誤認表示禁止による利益は需要者や他の事業
者も有している。
　このような状態で自己信託をしても、それ
は結局、差止請求権を自己信託していること
になり、訴訟信託として禁止されるべきもの
である。
　営業上の信用が差止請求権者と一体不可分
のものであり、譲渡できないことは既述の通
りである。営業上の信用について、差止請求
権者は事実上の排他的独占権を有し、自己信
託の設定が可能であるように思われる。
　しかし、受託者が倒産した場合、倒産隔離
機能により営業上の信用は破産財団には組み
込まれないが、受託者（委託者でもある。）
に営業上の信用、つまり、営業活動に関する
経済上の外部的評価や営業能力等に対する顧
客その他第三者の評価に基づく信頼は残存し
ない（この点、周知商品等表示の使用者が破
産しても、その周知性に着目した者が相当の
金額で商品等表示を買い取った事例と大きく
異なる。）。一体不可分であるからこそ、営業
上の信用の自己信託は、差止請求権の信託と
評価でき、訴訟信託として禁止される。自己
信託と言えども、受託者が財産の処分をでき
ることが前提である。
　以上より、使用料相当額の規定の適用がな
いものの自己信託の設定は訴訟信託として禁
止される。
　【表 5 】は、【表 6 】のように書き換えられる。

【表 6】　※項・号のみ記載のものは不正競争防止法 2条

信託設定可能 信託設定不可

使用料相当額規定（不正競争 5 条 3 項）適用
差止請求権＝事実上の排他的独占権

使用料相当額規定不適用
事実上の排他的独占権なし/
公序良俗違反・譲渡不可/

訴訟信託
創作系 標識系 その他

・商品の形態（ 4 項）
・営業秘密（ 6 項）
・限定提供データ（ 7 項）

・周知商品等表示（ 1 項 1 号）
・著名商品等表示（ 1 項 2 号）
・特定商品等表示（ 1 項19号）
・商標（ 1 項22号）

・技術的制限手段（ 8 項）
・誤認表示禁止による利益（ 1
項20号）
・営業上の信用（ 1 項21号）
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⑹　不競法保護財産の変容について
　【表 3 】で示した通り、不競法保護財産の
うち、性質が似通っていることから適用規定
が共通するものがある。具体的には、周知商
品等表示（不正競争 2 条 1 項 1 号）と著名商
品等表示（同条 1 項 2 号）、並びに営業秘密（同
条 6 項）と限定提供データ（同条 7 項）である。
　周知商品等表示と著名商品等表示とは、商
品等表示が周知であるか著名であるかの違い
にすぎない。Ａという商品等表示を使用した
商品を販売したところ、地元においてＡが有
名となって周知性を獲得し、さらに全国展開
や広告宣伝に力を入れたことにより著名性を
獲得したという経過を辿ることがある（著名
だったものが周知となることもありうる。）。
Ａという商品等表示には何の変化もなく、た
だ、その知名度が異なるのみである。しかし、
不正競争としてはそれぞれ別個の条文となっ
ており、法律上は区別される。
　営業秘密と限定提供データは、技術上また
は営業上の情報である点で共通する一方、秘
密として管理されているかどうかが両者の最
も大きな差異である。限定提供データの定義

（不正競争 2 条 7 項）に「（秘密として管理さ
れているものを除く。）」という括弧書きがあ
ることは、その点をよく示している。営業秘
密として管理していたが、業として特定の者
に提供する情報へ変更することにした場合、
その情報は限定提供データとなる（一方、限
定提供データから営業秘密への変容ができな
いことは言うまでもない。）。しかし、両者に
係る不正競争もそれぞれ別個の条文となって
おり、法律上区別されている。
　周知商品等表示を信託した後に著名性を獲
得した、営業秘密を信託した後に限定提供デ
ータとなったというような場合、その信託が
どうなるのかという問題が生じる。
　信託行為において、「不正競争防止法 2 条
1 項 1 号に定める周知商品等表示」、あるい
は「不正競争防止法 2 条 6 項に定める営業秘
密」のように限定している場合には、信託の

目的が達成できないとして信託の終了となろ
う（信託163条 1 号）。
　しかし、そのような限定を付さずに商品等
表示や営業秘密について、どのような表示あ
るいは情報なのかを記した場合、それら自体
には何らの変化もないのであるから（信託16
条参照）、信託は終了することなく継続する
ことになる。
　ただし、商品等表示が周知性さえ失った場
合や、情報の提供先が不特定の者へ拡大さ
れた場合、不正競争防止法による保護を失
う（43）。このような場合、信託の目的が達成
できないとして終了となるのが通常であると
思われるが、信託行為の定め方によっては継
続することがあるかもしれない。ただし、差
止請求権がない状況で、その信託にどのよう
な意味が存するのかは想像し難い。

⑺　第三者対抗要件について
　信託の第三者対抗要件につき定めている信
託法14条は、登記・登録制度が存在する財産
を前提にした規定である。不正競争防止法は
1934（昭和 9 ）年にわが国で初めて制定され
て以来、登記・登録制度を有していない。
　不正競争防止法制定の主な理由は、1925

（大正14）年に合意された工業所有権の保護
に関するパリ条約ヘーグ改正条約で新設され
た不正競争行為の禁止（工業所有権約10条の
2 ）の義務を果たすためであった（44）。しかし、
同改正条約では、商号の保護には登記の申請
または登記が行われていることを必要としな
いとする規定（工業所有権約 8 条）も設けら
れた。当時、未登記商号を保護する法律がな
かったため（45）、不正競争防止法制定によっ
て対応したという側面があり、現在に至るま
で登記・登録を不要とすることが同法の特徴
となっている。
　したがって、登記・登録制度がない財産に
ついては、登記・登録がなくとも第三者に対
抗できるとする平成14年 1 月17日最高裁判
決（46）に従うことになる。
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3.　家畜遺伝資源に係る不正競争の防止
に関する法律により保護される知的財
産と信託

⑴　家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関
する法律の概要

　2020（令和 2 ）年 4 月17日に成立した家畜
遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律

（以下、「家畜遺伝資源不競法」という。）が
同月24日に公布され、同年10月 1 日に施行と
なった（47）。
　家畜遺伝資源不競法は、不正競争防止法と
同様、行為規制法であり、排他的独占権を付
与しない。
　13の不正競争が限定列挙され（家畜遺伝 2
条 3 項 1 号〜13号）、不正競争によって営業
上の利益を侵害され、または侵害されるおそ
れがある家畜遺伝資源生産事業者に差止請求
権を与える（家畜遺伝 3 条）（48）。なお、家畜
遺伝資源生産事業者（以下、単に「生産事業
者」という。）とは、家畜遺伝資源の生産の
事業を行う者をいう（家畜遺伝 2 条 2 項）。
　法律の条文そのものは不正競争防止法の営
業秘密及び限定提供データに関する規定が参
考にされているため、非常に似通っているも
のが多い（49）。一部の不正競争について、そ
の行為に対する差止請求権の消滅時効が定め
られている点（家畜遺伝16条）も、営業秘密
及び限定提供データと同様である（不正競争
15条）。

⑵　家畜遺伝資源不競法の差止請求権等と信
託

　家畜遺伝資源不競法には、差止請求権（家
畜遺伝 3 条 1 項）、除却請求権（家畜遺伝 3
条 2 項）、損害賠償請求権（家畜遺伝 4 条）、
信用回復措置請求権（家畜遺伝15条）が規定
されている。
　不正競争防止法における差止請求権等につ
いての考察がここでも当てはまり、家畜遺伝

資源不競法に定められている上記権利の信託
は訴訟信託に該当するため、禁止される。

⑶　家畜遺伝資源不競法により保護されるも
の

　家畜遺伝資源不競法においても、各不正競
争から保護されるものを特定する必要があ
る。
①　不正取得行為及び不正領得行為（家畜遺

伝 2 条 3 項 1 号）
　不正取得行為とは、人を欺き、人に暴行を
加え、もしくは人を脅迫し、もしくは窃取す
る行為により家畜遺伝資源を取得する行為
を、また、不正領得行為とは、管理の委託を
受けて業務上自己の占有する他人の家畜遺伝
資源を領得する行為をいう（家畜遺伝 2 条 3
項 1 号）。
　家畜遺伝資源の不正取得行為や不正領得行
為が不正競争とされており、保護対象は家畜
遺伝資源である。
　家畜遺伝資源とは、生産事業者が業として
譲渡し、または引き渡す特定家畜人工授精用
精液等であって、当該生産事業者が契約その
他農林水産省令で定める行為（50）によりその
使用する者の範囲またその使用の目的に関す
る制限を明示したものをいう（家畜遺伝 2 条
1 項）。
　特定家畜人工授精用精液等とは、家畜改良
増殖法（昭和25年法律209号）に規定する特
定家畜人工授精用精液等をいい（家畜遺伝 2
条 1 項）、具体的には、農林水産大臣が高い
経済的価値を有することその他の事由により
特にその適正な流通を確保する必要があると
して指定した家畜人工授精用精液または家
畜受精卵をいう（家畜改増32条の 2 第 1 項）。
農林水産大臣は、指定をしたときはその旨の
公示をしなければならず（51）、その公示によ
って指定の効力が発生する（家畜改増32条の
3 ）。なお、「家畜人工授精」とは、牛、馬、
めん羊、山羊または豚の雄から精液を採取し、
処理し、及び雌に注入することをいい（家畜
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改増 3 条 2 項）、また、「家畜」とは、牛、馬、
めん羊、山羊、豚及び政令で定めるその他の
家畜をいう。（家畜改増 3 条の 2 第 1 項）。
②　家畜遺伝資源の不正な使用・譲渡等（家

畜遺伝 2 条 3 項 2 号〜 5 号）
　不正取得・領得行為により取得・領得した
家畜遺伝資源の使用等（家畜遺伝 2 条 3 項 2
号）、不正取得・領得行為の介在を知得等し
た上での家畜遺伝資源の取得や取得家畜遺伝
資源の使用等（家畜遺伝 2 条 3 項 3 号）、譲渡・
引渡後に不正利得・加害目的による契約制限
超過の家畜遺伝資源の使用等（家畜遺伝 2 条
3 項 4 号）、家畜遺伝資源不競法 2 条 3 項 4
号に該当する家畜遺伝資源譲渡・引渡行為（契
約外不正譲渡等行為）への該当・介在を知得
等した上での譲渡・引渡しを受けての家畜遺
伝資源の取得等（家畜遺伝 2 条 3 項 5 号）が
不正競争とされている。
　不正取得・領得された家畜遺伝資源自体は
保護されるべきものであるが、不正取得・領
得行為やその介在により取得・領得された家
畜遺伝資源は、差止めや廃棄の対象である。
　一方、家畜遺伝資源の適法な譲渡・引渡後
の不正利得・加害目的による契約制限超過の
使用等が不正競争とされているのは、単なる
債務不履行の問題にとどめずに、差止請求権
の行使が可能であることを明らかにしてい
る。
　不正競争である家畜遺伝資源の不正な使
用・譲渡等（家畜遺伝 2 条 3 項 2 号〜 5 号）
から保護される対象も、家畜遺伝資源が保護
対象であると解される。
③　不正使用行為により生じた家畜等に係る

不正競争（家畜遺伝 2 条 3 項 6 号〜13号）
　不正使用行為とは、家畜遺伝資源不競法 2
条 3 項 2 号から 5 号までに掲げる行為のうち
家畜遺伝資源を使用する行為をいう（家畜遺
伝 2 条 3 項 6 号）。
　不正使用行為により生じた家畜を家畜や家
畜の精液・受精卵（合わせて「家畜等」とい
う（家畜遺伝 2 条 3 項 5 号）。）の生産の用に

供する行為（家畜遺伝 2 条 3 項 6 号）、他人
の不正使用行為により生じた家畜であること
を知得等した上で家畜の取得や家畜等の生産
の用に供する行為等（家畜遺伝 2 条 3 項 7
号）、家畜遺伝資源不競法 2 条 3 項 6 号・ 7
号に該当する家畜を家畜等の生産の用に供す
る行為を自己が行い、それにより生じた家畜
等の譲渡等する行為（家畜遺伝 2 条 3 項 8
号）、家畜遺伝資源不競法 2 条 3 項 6 号・ 7
号に該当する家畜を家畜等の生産の用に供す
る行為を他人が行い、それにより生じた家畜
等であることを知得等した上での家畜等の取
得や譲渡等する行為（家畜遺伝 2 条 3 項 9
号）、自己の不正使用行為により生じた受精
卵を使用や譲渡等する行為（家畜遺伝 2 条 3
項10号）、他人の不正使用行為により生じた
受精卵であることを知得した上で受精卵の取
得や使用、譲渡等する行為（家畜遺伝 2 条 3
項11号）、家畜遺伝資源不競法 2 条 3 項10号・
11号に該当する受精卵の使用を自己が行い、
それにより生じた家畜を譲渡等する行為（家
畜遺伝 2 条 3 項12号）、家畜遺伝資源不競法
2 条 3 項10号・11号に該当する受精卵の使用
により生じた家畜であることを知得等した上
で家畜を取得や譲渡等する行為（家畜遺伝 2
条 3 項13号）が不正競争とされている。
　不正使用行為により生じた家畜等は保護対
象ではなく、逆に、廃棄請求の対象である（家
畜遺伝 3 条 2 項）。
　したがって、家畜遺伝資源が保護対象であ
る。
　以上より、家畜遺伝資源不競法の保護対象
は、全ての不正競争に共通して、家畜遺伝資
源である。

⑷　家畜遺伝資源の信託財産該当性
　家畜遺伝資源とは、端的には、家畜の精液
または受精卵のことである（家畜遺伝 2 条 1
項、家畜改増32条の 2 第 1 項）。これら自体
は有体物である。生産事業者は、生産時点で
は、家畜遺伝資源の所有権を有していること
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になる。
　不正競争の内容を見ると、不正取得や不正
領得、契約等により適法に譲渡された後など
家畜遺伝資源が違法に生産事業者の占有から
離れた、あるいは、適法に所有権が譲渡され
た後もコントロール可能とすることを目的に
している。
　農林水産省も、家畜遺伝資源は小型のスト
ロー容器に封入されているため、持ち運びが
容易であり、不正な取得や転売に端を発する
輾転流通が可能であると述べている（52）。
　家畜遺伝資源不競法と同時に施行された改
正家畜改良増殖法（令和 2 年法律21号）も、
精液・受精卵の流通規制の強化を狙ったもの
であり（53）、家畜遺伝資源が有体物のうち動
産として考えられていることが明らかであ
る。
　農林水産省は、家畜遺伝資源不競法を制定
するにあたり、その背景の 1 つとして、畜産
関係者の事業活動により付加価値の高まった
家畜遺伝資源は知的財産としての価値を有し
ているということができると述べる（54）。
　たしかに、時間をかけて、良質な家畜の掛
け合わせを継続し、その遺伝情報等を一種の
知的財産とすることは理解できないことはな
い（55）。
　しかし、条文の文言上、家畜遺伝資源は動
産として取り扱われていると言わざるを得な
い。
　ただし、家畜遺伝資源が動産であることは、
既述の不競法保護財産と比較して、信託財産
該当性が容易に認められることを意味する。
つまり、家畜遺伝資源は、その流通の実際的
状況から容易に見て取れるように、①金銭換
算性、②積極財産性、③処分・譲渡可能性を
全て有することが認められる。
　家畜遺伝資源不竸法には、使用料相当額を
損害額と推定する規定がない（家畜遺伝 5 条
参照）。これは、家畜遺伝資源が動産である
ことの帰結であると解される。
　たとえば、営業秘密の保有者がその使用を

他者に許諾した場合、その営業秘密は保有者
と他者とがともに保有する形となる。さらに、
複数の者に使用許諾が可能である。使用許諾
期間終了後、他者はその営業秘密を使用しな
いが、物理的に使用できないのではなく、使
用が不正競争防止法違反となるため、使用し
ないのである。また、無体物ゆえに使用によ
り滅失しない。
　しかし、家畜遺伝資源の使用許諾というも
のを想定した場合、有体物である精液や受精
卵は新たな家畜の生産のために消費されてし
まう。

⑸　家畜遺伝資源信託の受託者
⒤　生産事業者でない者が受託者となる場合
　家畜遺伝資源信託の委託者は生産事業者で
ある。受託者となる者は、生産事業者である
必要はない。また、家畜遺伝資源不競法には
登記・登録制度はないため、既述の最高裁判
決により信託登記・登録がなくとも、第三者
に対抗できる。
　生産事業者でない者と信託契約を締結した
場合、動産の信託となるため、受託者から第
三者へ家畜遺伝資源が適法に譲渡されれば、
その後、受託者は家畜遺伝資源に対し何らの
権利も有さず、家畜遺伝資源に替えてその代
金が信託財産となる（信託16条 1 項）。
　生産事業者が個人であれば、生産事業者で
ない者を受託者とする遺言信託がなされるこ
ともありうるが、この場合も信託契約の場合
と同様であると考えられる。
　自己信託については、委託者と受託者が同
一である以上、受託者が生産事業者であり、
後述する生産事業者が受託者となる場合と同
様に考えることになる。
　以上より、生産事業者ではない者との間で
信託契約及び遺言により信託を設定すること
は可能であるが、生産事業者ではない受託者
は差止請求権者となれない（家畜遺伝 3 条参
照）。信託設定後も生産事業者が不正競争に
対する差止請求権を有する。
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ⅱ　生産事業者が受託者となる場合
　競争関係にある他の生産事業者と自己の家
畜遺伝資源につき信託契約を締結することは
想定し難いが、たとえば、規模の小さな生産
事業者が、より規模の大きい生産事業者を受
託者とすることにより、販売網を活用する、
不正競争の発見を容易にすることを理由にな
される場合などはありうるかもしれない。
　家畜遺伝資源不競法上、差止請求権者は生
産事業者のみである（家畜遺伝 3 条 1 項）。
他の生産事業者を受託者とする場合、その者
が差止請求権者となれるか問題となる。
　農林水産省によると、生産事業者は、家畜
の改良に取り組み、家畜遺伝資源を生産し、
かつ、生産した家畜遺伝資源を販売するなど
して事業活動を行う都道府県や民間の家畜改
良事業者等が想定されてり、このため、精液
や受精卵を自ら生産しない、販売のみを業務
とする家畜人工授精所や精液や受精卵を利用
する畜産農家はその対象とはならない（56）。
　しかし、生産事業者は、家畜遺伝資源の生
産の事業を行う者であると定義されており

（家畜遺伝 2 条 2 項）、（生産後に通常行われ
るとしても）販売事業を行っている必要はな
く、農林水産省の想定と法律の定義とが異な
っている。実際、家畜遺伝資源不競法は「生
産」と販売を含む概念である「譲渡」とを別
個の行為としている（家畜遺伝 2 条 3 項 6 号
など）。
　一方、家畜遺伝資源の定義は、生産事業者
が業として譲渡・引渡しをする特定家畜人工
授精用精液等であって、当該家畜遺伝資源生
産事業者が契約等により使用者の範囲・目的
に関する制限を明示したものであり（家畜遺
伝 2 条 1 項）、その生産事業者により生産さ
れた家畜遺伝資源でなければならないことは
要件となっていない。
　したがって、受託者である生産事業者がそ
の家畜遺伝資源の生産者でなくとも差止請求
権者となると解される。
　おそらく、家畜業界において、家畜遺伝資

源を生産した者が契約等による制限を明示す
ることが当然の前提になっているため、この
ような定義となったと思われるが、法律の規
定の文理をもって解釈すべきであり、上記の
結論が導かれる。
　委託者の生産事業者が個人である場合には
遺言信託も可能であり、信託契約の場合と同
様に考えられるであろう。
　自己信託の場合、信託法の規定にしたがっ
て設定されることとなる（信託 3 条 3 号・ 4
条 3 項）。譲渡前の家畜遺伝資源またはその
売却等の譲渡による金銭が信託財産となる
が、譲渡後の家畜遺伝資源に対しても受託者
である生産事業者が家畜遺伝資源不競法の差
止請求権を保有し続けることになる。

4.　おわりに

　不正競争防止法及び家畜遺伝資源不競法が
定める権利化されていない財産について、信
託財産該当性、譲渡可能性等を検討し、信託
設定が可能であるものと不可能であるものが
あることを明らかにした。
　しかし、設定後の受託者の義務など検討す
べきことは少なくなく、今後の課題としたい。
　なお、不正競争防止法はこれからも改正が
予想され、その都度、信託との関係を注視す
る必要がある。
　他方、家畜遺伝資源不競法は施行されてま
だ間も無く、これから様々な問題が現れるで
あろう。
　たとえば、不正競争防止法における不正競
争の規定に現れる「他人」（不正競争 2 条 1
項 １ 号・2 号・3 号・17号・18号・19号・21号）
は差止請求権者を指し、損害賠償及び信用回
復措置の規定における「他人」（不正競争 4 条・
14条）も差止請求権者と同一の者を指し、意
味が統一されている。
　しかし、家畜遺伝資源不競法の不正競争の
定義規定における「他人」は、差止請求権者
を指す場合（家畜遺伝 2 条 3 項 1 号）と不正
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競争者を指す場合（家畜遺伝 2 条 3 項 7 号・
9 号・11号・13号）とが混在している。それ
ゆえ、損害賠償の規定における「他人」（家
畜遺伝 4 条）に差止請求権者が該当すること
はもちろんであるが、それ以外の者を含むと
解する余地が出てくる。
　このような文言の意味の揺れが、信託に対
してどのような影響を及ぼすかも注意を払っ
ていく必要があろう。

【注】
（1）	 梅謙次郎『訂正増補民法要義巻之一総則

編』（有斐閣・1911年）414頁。
　また、旧信託法制定当初の文献において
は、財産権とは、人格権、身分権に属さな
い権利を指し、一般に財産的価値を有する
権利であるとした上で、例として、物権、
債権、特許権、実用新案権、商標権、意匠権、
著作権等の無体財産権、鉱業権、漁業権等
の準物権、株主権等の社員権が挙げられて
いる（三淵忠彥『信託法通釋』（大岡山書店・
1926年）19頁）。
　旧信託法制定以降、知的財産法分野に
おいては、1934（昭和 9 ）年に不正競争
防止法（昭和 9 年法律14号）、1975（昭和
60）年に半導体集積回路の回路配置に関す
る法律（昭和60年法律43号）、1998（平成
10）年に育成者権を創設する種苗法全面改
正法（平成10年法律83号）、2002（平成14）
年に知的財産基本法（平成14年法律122号）、
2004（平成16）年にコンテンツの創造、保
護及び活用の促進に関する法律（平成16年
法律81号）、2007（平成19）年に映画の盗
撮の防止に関する法律（平成19年法律65
号）、2014（平成26）年に特定農林水産物
等の名称の保護に関する法律（平成26年法
律84号）、2020（令和 2 ）年に家畜遺伝資
源に係る不正競争の防止に関する法律（令
和 2 年法律22号）が制定されている。

（2）	 実際、旧信託法制定前年に特許登録令等
に信託登録の規定が設けられている。

（3）	 工業所有権（産業財産権）の信託設定数
は現在でも低調のままである。2021（令和
3 ）年の設定数は、特許権が38件、商標権
が 1 件、実用新案権及び意匠権はともに 0
件であった（特許庁『特許行政年次報告書
2022年版〈統計・資料編〉』130頁以下）。
その最大の理由は、工業所有権を目的とす
る信託契約が締結されても信託の効力は発
生せず、特許庁への登録登録により初めて
効力を生じ（特許98条 1 項 1 号、新案26条、
意匠36条、商標35条。したがって、特許年
次報告書に記載された信託設定数は正確な
ものである。）、かつ、その登録には登録免
許税が商標権については9,000円、特許権・
実用新案権・意匠権については 1 件につき
3,000円が課せられ（登免別表第 1 ・13⑸
ロなど）、手間とコストがかかる点にある
ことは疑いがないであろう。
　他方、音楽著作権信託は盛んに利用され
ている。業界最大手の日本音楽著作権協会

（JASRAC）の2021（令和 3 ）年度使用料
徴収額は約1,167億円である（同協会 Web
サイト「使用料徴収額の推移」https://
www.jasrac.or.jp/profile/outline/detail.
html）。
　もっとも、著作権等管理事業法による著
作権信託についての問題も少なくない（諏
訪野大「著作権信託における ２ つの業法」
信託研究奨励金論集31号59頁（2010年）、
諏訪野大「著作権等管理事業者の分別管理
義務」渋谷達紀教授追悼論文集編集委員会
編『知的財産法研究の輪 渋谷達紀教授追
悼論文集』（発明推進協会・2016年）697頁
など）。

（4）	 国際約束に基づく禁止行為（不正競争16
条〜18条）に対しては、差止請求や損害賠
償請求など民事上の救済に関する規定の適
用はなく、罰則のみ定められているため（21
条 2 項 7 号）、本稿の対象とならない。

（5）	 松田和之「信託における情報の位置付け
―営業秘密の信託財産性と実務上の問題点
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の検討―」信託法研究37号（2012年）3 頁。
（6）	 ただし、信用回復措置請求は不正競争者

自身に対してではなく、信用回復措置命令
発出を裁判所に対して行うものであること
から、不正競争者に対してなされる差止請
求権や損害賠償請求権とは次元を異にす
る。

（7）	 もっとも、各不正競争の定義規定を見る
と、商品等表示の周知性・著名性（不正競
争 2 条 1 項 1 号・ 2 号）、他人の商品の形
態の模倣（同項 3 号）、営業秘密不正取得（同
項 4 号）、営業秘密不正取得行為介在につ
いての悪意・重過失（同項 5 号）、営業秘
密取得後の不正取得行為介在についての悪
意・重過失（同項 6 号）、営業秘密保有者
に対する利得加害目的（同項 7 号）、営業
秘密不正開示または不正開示行為介在につ
いての悪意・重過失（同項 8 号）、営業秘
密取得後の不正開示行為介在についての悪
意・重過失（同項 9 号）、営業秘密不正使
用行為（同項10号）、限定提供データ不正
取得（同項11号）、限定提供データ不正取
得介在についての悪意・重過失（同項12号）、
限定提供データ不正取得行為介在について
の悪意・重過失（同項13号）、限定提供デ
ータ保有者に対する利得加害目的（同項14
号）、限定提供データ不正開示または不正
開示行為介在についての悪意（同項15号）、
限定提供データ取得後の不正開示行為介在
についての悪意（同項16号）、技術的制限
手段の効果を妨げること（同項17号・18
号）、他人に対する利得加害目的（同項19
号）、誤認されるような表示（同項20号）、
虚偽の事実の告知等（同項21号）、代理人
等による権利者未承諾の商標の使用（同項
22号）が不正競争成立のために必要であり、
これらは故意・過失自体の立証が求められ
る、または、その認定を容易にさせるもの
である。

（8）	 弁護士代理の原則（民訴54条 1 項）にも
反し、報酬目的であるならば非弁行為とし

て 2 年以下の懲役または300万円以下の罰
金に処せられる（弁護72条・77条 3 号）。

（9）	 道垣内弘人『信託法第 ２ 版』（有斐閣・
2020年）52頁。

（10）	 債権譲渡につき最判昭和36年 3 月14日
民集15巻 3 号444頁［請求異議貸金事件］、
隠れた取立委任裏書につき最判昭和44年 3
月27日民集23巻 3 号601頁［約束手形金請
求事件］。

（11）	 損害賠償請求権が金銭債権に転化した
後、その金銭債権を目的とする信託設定が
可能であることは言うまでもない。

（12）	 横浜地判昭和58年12月 9 日無体集15巻
3 号802頁［勝烈庵事件］。

（13）	 経済産業省知的財産政策室編『逐条解
説不正競争防止法令和元年7月1日施行版』

（ 経 済 産 業 省 Web サ イ ト https://www.
meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/
pdf/20190701Chikujyou.pdf・2019年）77頁。

（14）	 田村善之『不正競争法〔第 2 版〕』（有
斐閣・2003年）282頁以下。

（15）	 経済産業省知的財産政策室編・前掲注
（13）84頁。

（16）	 経済産業省知的財産政策室編・前掲注
（13）51頁。

（17）	 経済産業省知的財産政策室編・前掲注
（13）48頁。

（18）	 音や映像、プログラムその他の情報が
著作物（著作 2 条 1 項 1 号）に該当すれば、
技術的利用制限手段（著作 2 条 1 項21号）
の回避は、著作権等の侵害とみなされる場
合がある（著作113条 6 項）。

（19）	 信用毀損罪（刑233条）における「信
用」について大審院は「人ノ經濟的方面ニ
於ケル價値卽チ人ノ支拂能力又ハ支拂意思
ニ對スル社會的信賴」と述べた（大判昭和
8 年 4 月12日大刑集12巻413頁［神山旅館
事件］）。

（20）	 山本庸幸『要説不正競争防止法第 4 版』
（発明協会・2006年）226頁。

（21）	 大阪地判昭和39年 5 月29日判タ162号
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191頁［虚偽創業年事件］。
（22）	 近時のものとして、「ワカメ産地偽装、

3 容疑者を逮捕　静岡県警」毎日新聞2022
（令和 4 ）年 2 月16日東京朝刊26頁。

（23）	 全ての不正競争に適用がある規定は、
不競法保護財産の性質を超越した次元で定
められていると解される。
　なお、全ての不正競争に適用される、損
害額推定における不正競争者の利益の吐き
出し規定（不正競争 5 条 2 項）は、信託法
では認められないとされる擬制信託を、事
実上、わが国において実現しているという
理解が可能であるとも解される。各知的財
産法にも同様の規定がある（特許102条 2
項、新案29条 2 項、意匠39条 2 項、商標38
条 2 項、 著 作114条 2 項、 種 苗34条 2 項、
半導体25条 2 項、家畜遺伝 5 条 2 項）。
　ただし、同規定は、あくまでも不正競争
により得られた利益に関するものであり、
不競法保護財産とは次元を異にするもので
あって、全ての不正競争に適用されるから
といって、不競法保護財産の信託財産該当
性とは一切関係しないことは言うまでもな
い。

（24）	 ただし、技術上の秘密に関するものに
限る（不正競争 5 条 1 項）。

（25）	 ただし、技術上の秘密を使用して生じ
た物を譲渡等する行為（不正競争 2 条 1 項
10号）には適用がない。

（26）	 ただし、営業秘密取得行為（不正競争
2 条 1 項 4 号・ 5 号・ 8 号）に限る。

（27）	 経済産業省知的財産政策室編・前掲注
（13）172-173頁。

（28）	 法令用語研究会編『法律用語辞典第 4
版（電子版）』（有斐閣・2012年）。

（29）	 通常実施権（特許78条）の性質について、
最高裁判所は「許諾による通常実施権の設
定を受けた者は、実施契約によつて定めら
れた範囲内で当該特許発明を実施すること
ができるが、その実施権を専有する訳では
なく、単に特許権者に対し右の実施を容認

すべきことを請求する権利を有するにすぎ
ない」と述べ、不作為請求権であることを
明らかにしている（最判昭和48年 4 月20日
民集27巻 3 号580頁）。

（30）	 神田秀樹・折原誠『信託法講義〔第 2 版〕』
（弘文堂・2019年）38頁。ただし、同書で
は、「処分・移転可能性」と表記されている。
本稿は、権利化されていない財産について
論ずるものであるため、処分・譲渡可能性
と言い換えている。
　旧信託法下の「財産権」についても同様
に解されていたが、自己信託が認められて
いなかったため、「処分」とは委託者の財
産圏からの分離可能性を意味していた（四
宮和夫『信託法〔新版〕』（有斐閣・1989年）
133頁以下）。

（31）	 四宮・前掲注（30）138頁、新井誠『信
託法〔第 4 版〕』（有斐閣・2014年）342頁・
344頁。なお、能見善久『現代信託法』（有
斐閣・2004年）24頁は「信託は、やはり、
信託財産を必須の要素とするものであ」る
と述べる。

（32）	 最判昭56年10月13日民集35巻 7 号1129
頁［マックバーガー事件］。

（33）	 諏訪野大「信託法における『財産』と
知的財産―独占的ライセンス形態としての
知的財産信託」奥島孝康先生古稀記念論文
集編集委員会編『現代企業法学の理論と動
態　奥島孝康先生古稀記念論文集第一巻下
篇』（成文堂・2011年）1081頁。

（34）	 道垣内弘人『信託法理と私法体系』（有
斐閣・1996年）218頁。

（35）	 能見・前掲注（31）24頁。
（36）	 なお、商事信託においては、財産の存

在は不可欠ではないとする有力な見解があ
る（神田秀樹「日本の商事信託 - 序説」落
合誠一・江頭憲治郎・山下友信編『現代企
業立法の軌跡と展望―鴻常夫先生古稀記
念』（商事法務研究会・1995年）588頁以下）。

（37）	 新村出編『広辞苑第七版〔電子版〕』（岩
波書店・2017年）。
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―不正競争防止法及び家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する法律により保護される財産について―

（38）	 札幌高決昭和56年 1 月31日無体集13巻
1 号36頁［バター飴缶事件・抗告審］。判
批として、渋谷達紀・特許管理32巻 4 号
465頁（1982年）、渋谷達紀・ジュリ　836
号116頁（1985年）、清水節・商標・意匠・
不正競争判例百選138頁（2007年）、諏訪野
大・商標・意匠・不正競争判例百選〔第 2
版〕168頁（2020年）。

（39）	 札幌地決昭和55年 4 月18日無体集13巻
1 号63頁［バター飴缶事件・第 1 審］。

（40）	 伊藤眞『破産法・民事再生法〔第 5 版〕』
（有斐閣・2022年）361頁。

（41）	 中山信弘「不正競争防止法上の保護を
受ける地位の譲渡可能性」小野昌延先生還
暦記念論文集『判例不正競業法』（発明協会・
1992年）49頁、田村善之『不正競争法概説

〔第 2 版〕』（有斐閣・2003年）196頁、小野
昌延編『新・注解不正競争防止法〔第 3 版〕

（上巻）』（青林書院・2012年）284頁〔三山
峻司〕。
　東京地判昭和40年 2 月 2 日判時　409号
39頁［山形屋事件］、東京高裁昭和48年10
月 9 日無体集 5 巻 2 号381頁［花ころも事
件］、大阪地判昭和53年 6 月20日無体集　
10巻 1 号237頁［公益社事件］、大阪地判昭
和55年 3 月18日無体集12巻 1 号65頁［少林
寺拳法事件］、東京地判平成15年 6 月27日
判時1839号143頁［AFTO 事件］。

（42）	 田村・前掲注（41）197頁、小野編・前
掲注（41）284頁〔三山峻司〕。

（43）	 商品等表示が商標であれば、商標登録
により商標権が発生し（商標18条 1 項）、
商標法による保護が受けられる。また、情
報を不特定の者に提供する場合であって
も、情報の選択または体型的な構成によっ
て創作性を有するものであればデータベー
スの著作物として著作権法による保護が受
けられる（著作12条の 2 ）。

（44）	 不正競争防止法の制定及び改正につい
ては、経済産業省知的財産政策室編・前掲
注（13） 2 頁以下。

（45）	 当時は、「他人ガ登記シタル商号ハ同市
町村内ニ於テ同一ノ営業ノ為ニ之ヲ登記
スルコトヲ得ズ」（平成17年改正前商法19
条）、「商号ノ登記ヲ為シタル者ハ不正ノ競
争ノ目的ヲ以テ同一又ハ類似ノ商号ヲ使用
スル者ニ対シテ其ノ使用ヲ止ムベキコトヲ
請求スルコトヲ得但シ損害賠償ノ請求ヲ妨
ゲズ」（平成17年改正前商法20条 1 項）と
商号の保護は登記を要件としているものし
かなかった。
　未登記商号も保護する商法11条及び会社
法 8 条の前身である平成17年改正前商法21
条 1 項は、不正競争防止法制定 4 年後の
1938（昭和13）年に新設されたものである。

（46）	 最判平成14年 1 月17日民集56巻 1 号20
頁［預金払戻等請求事件］。

（47）	 家畜遺伝資源不競法及びその関連法の
全体的な概要については、伊原友己「和牛
遺伝資源の保護のための知的財産制度の創
設『家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に
関する法律』の制定」知財ぷりずむ215号

（2020） 9 頁。
（48）	 民事訴訟法も改正され、家畜遺伝資源

不競法に規定される不正競争に関する訴え
は、競合管轄として東京・大阪地方裁判所
へ提起することが可能となった（民訴 6 条
の 2 ）。

（49）	 三上卓矢「家畜遺伝資源に係る初の知
的財産立法について（和牛遺伝資源の不正
流通防止のための新たな法制）」知財ぷり
ずむ215号（2020） 1 頁。

（50）	 農林水産省令で定める行為とは、①業
として行う当該特定家畜人工授精用精液等
の譲渡または引渡しに係る契約の内容とす
ることを目的として準備した条項（民法
548条の 2 第 1 項に規定する定型約款の個
別の条項を含む。）であって、当該特定家
畜人工授精用精液等を使用する者の範囲ま
たはその使用の目的を制限するものをイン
ターネットの利用その他の適切な方法によ
り公表する行為、②家畜改良増殖法13条第
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4 項の規定により添付された家畜人工授精
用精液証明書、家畜体内受精卵証明書また
は家畜体外受精卵証明書に表示する行為、
③特定家畜人工授精用精液等（家畜改良増
殖法32条の 2 第 1 項の規定により指定され
た特定家畜人工授精用精液等をいう。）を
収めた容器に、その使用する者の範囲また
はその使用の目的に関する制限があること
を表示するものとして需要者の間に広く認
識されている文字、図形若しくは記号又は
これらの結合を表示する行為をいう（家畜
遺伝施規 1 号〜 3 号）。

（51）	 公示事項は、①指定年月日、②指定す
る家畜人工授精用精液等に係る家畜の種
類、③指定する家畜人工授精用精液等に係
る家畜の品種であり、官報に掲載される（家
畜改増施規41条）。

（52）	 農林水産省「家畜遺伝資源に関する
ガイドライン」（農林水産省 Web サイ
ト https://www.maff.go.jp/j/chikusan/
kikaku/attach/pdf/kachiku_iden-2.pdf・

2021年） 2 頁。
（53）	 農林水産省「和牛遺伝資源の管理・

保護のための制度について」農林水産
省 Web サ イ ト https://www.maff.go.jp/
j/chikusan/kikaku/attach/pdf/kachiku_
iden-35.pdf・2022年。

（54）	 農林水産省・前掲注（52） 2 頁。
（55）	 植物の場合、新品種について排他的独

占権である育成者権を付与する種苗法（平
成10年法律83号）がある。「品種」とは、
重要な形質に係る特性の全部・一部によっ
て他の植物体の集合と区別することがで
き、かつ、その特性の全部を保持しつつ繁
殖させることができる一の植物体の集合を
いう（種苗 2 条 2 項）。種苗や収穫物、加
工物の生産・譲渡等の利用（種苗 2 条 5 項）
は、育成者権の効力の範囲内であるが、権
利の客体は、種苗や収穫物ではなく、あく
までも、登録品種である（種苗20条1項）。

（56）	 農林水産省・前掲注（52） 3 頁。

（すわの・おおき）


